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令和元年版 労働経済白書
➡人手不足下における「働き方」について、
「働きやすさ」と「働きがい」の観点から分析
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令和元年版 労働経済白書

・多くの企業が人手不足を緩和するために、求人条件の改善や採用活動の強化などの取り組み
を強化している一方で、「働きやすさ」や「働きがい」を高めるような雇用管理の改善などに
ついては、さらに取り組んでいく必要がある。

・「働きやすさ」の向上が定着率などを改善し、「働きがい」の向上が定着率に加え、労働生
産性、仕事に対する自発性、顧客満足度などさまざまなアウトカムの向上につながる可能性が
ある。

・「働きがい」を高める取り組みとしては、職場の人間関係の円滑化や労働時間の短縮などに
加えて、上司からの適切なフィードバックやロールモデルとなる先輩社員の存在を通じて、将
来のキャリア展望を明確化することが重要である。

・質の高い「休み方」（リカバリー経験）が疲労やストレスからの回復を促進し、「働きが
い」を高める可能性があり、仕事と余暇時間の境目をマネジメントする能力（バウンダリー・
マネジメント）を高めていくことが重要である。
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令和元年版 労働経済白書

➡地域別の完全失業率は、全てのブロックにおいて低下しており、国際的にも低い水準で推移している。

「D.I.」（ディー・アイ）とは、Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）の略
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令和元年版 労働経済白書
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令和元年版 労働経済白書

人手不足感が高まっており、中小企業で顕著。三大都市圏以外も三大都市圏と同
様に上昇。

人手不足の対応で実際に企業が取り組んでいる内容は、 求人条件の改善や採用の
強化といった人材確保策が主であり、 企業に入ってからの雇用管理の改善や働き
がいを高めるような取組は不十分。

安心して快適に働ける「働きやすい」職場環境は、「働きがい」の前提であり基
盤。

働き方改革による「働きやすさ」の向上は、離職率や定着率を改善させる可能性
がある。
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令和元年版 労働経済白書

正社員については、若い社員、下位役職者の「働きがい」が低い傾向。

「働きがい」向上には、コミュニケーションの円滑化、労働時間の短縮や働き方
の柔軟化、 裁量権の拡大、将来のキャリア展望の明確化などが有効な可能性あり。

非正規雇用の方については、不本意非正規雇用の方、正社員と比べて不合理な評
価を受けていると感じている方は、「働きがい」が低い傾向。

「働きがい」向上には、不本意非正規雇用の方の正規雇用転換の促進や、同一労
働同一賃金の 導入等の処遇改善が有効であることが示唆されている。
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令和元年版 労働経済白書
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平成30年度能力開発調査

【企業調査】
１ 教育訓練費用（OFF-JT費用や自己啓発支援費用）を支出した企業は56.1％。
２ 企業のOFF-JT費用の労働者一人当たり平均額は1.4万円（前回1.7万円）、自己啓発支援費用の労働
者一人当たり平均額は0.3万円 （前回0.4万円）。
３ 事業内能力開発計画の作成、職業能力開発推進者の選任を行っている企業は概ね４社に１社。

【事業所調査】
１ OFF-JTを正社員に対して実施した事業所は75.7％（前回75.4％）、正社員以外に対して実施した事
業所は40.4％（前回38.6％）。
２ 計画的なOJTを正社員に実施した事業所は62.9％（前回63.3％）、正社員以外に対して実施した事
業所は28.3％（前回30.1％）。
３ キャリアコンサルティングのしくみを正社員に対して導入している事業所は44.0％（前回38.1％）、
正社員以外に対して導入している事業所は28.0％（前回26.6％）。
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平成30年度能力開発調査

事業内職業能力開発計画及び職業能力開発推進者について

① 事業内職業能力開発計画の作成状況
事業内職業能力開発計画（以下「事業内計画」という。）の作成状況は、「すべて の事業所において作成している」とする
企業が 15.7%、「一部の事業所においては作 成している」とする企業が 8.0%である。両者（以下「事業内計画作成企業」と
いう。） を合わせても全体の４分の１に満たず、「いずれの事業所においても作成していない」 企業が 75.4%と多くを占め
る。

② 職業能力開発推進者の選任状況
職業能力開発推進者（以下「推進者」という。）の選任状況は、「すべての事業所 において選任している」とする企業が
14.4%、「一部の事業所においては選任している」 とする企業が8.8%である。両者（以下「推進者選任企業」という。）を
合わせても全 体の４分の１に満たず、「いずれの事業所においても選任していない」企業が75.7% と多くを占める。

教育訓練休暇制度及び教育訓練短時間勤務制度の導入状況について
教育訓練休暇制度の導入状況は、「導入している」とする企業は9.4%、「導入をし ていないが、導入を予定している」とす
る企業は13.0%となり、「導入していないし、 導入する予定はない」が76.6%と多くを占めている。
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平成30年度能力開発調査

① ＯＦＦ−ＪＴまたは自己啓発支援に支出した企業は56.1%
②正社員に対する能力開発の責任主体については、「企業主体で決
定」（ 25.1%）又 はそれに近い（52.3%）とする企業は77.4%と多
くを占める。
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平成30年度能力開発調査
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平成30年度能力開発調査
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平成30年度能力開発調査
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平成30年度能力開発調査
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職業能力開発推進者
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職業能力開発推進者
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平成 30 年度 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）での 法施行状況
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平成 30 年度 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）での 法施行状況
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平成 30 年度 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）での 法施行状況
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厚生労働省就職氷河期世代活躍支援プラン

○ 平成 18 年以降のフリーター・ニート等を対象とした再チャレンジ施策や、経済環境の変化等によ
り、就職氷河期世代に概ね該当する現時点で 35 歳～44 歳の層の就業状況は、 10 年前（当時 25 歳
～34 歳）と比べ、フリーター等の数は約 36 万人の減少、無業者数は 概ね横ばいとなっている。
（他の世代と同水準）

○ 一方、引き続き不安定な就労、無業の状態にある方も一定数おり、そのような方につい ては、
・学卒時に不安定な就労、無業に移行したことや、就職できても本来の希望業種・企業以外 での就
職を余儀なくされたことによる早期離転職等により、概して能力開発機会が少なく、 企業に評価さ
れる職務経歴も積めていない。
・また、加齢（特に 35 歳以降）に伴い企業側の人事・採用慣行等により、安定した職業に転職する
機会が制約されやすい。
・不安定な就労状態にあるため、収入が低く、将来にわたる生活基盤やセーフティネットが脆弱。
といった課題を抱えられていると考えられる。

○ 就職氷河期世代は、その就職期が、たまたまバブル崩壊後の厳しい経済状況にあったが故に、
個々人の意思等によらず、未就職、不安定就労等を余儀なくされ、引き続きその 影響を受けている
方々であり、政府としてその活躍に向けて支援していく必要がある。

2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 25



2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 26



2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 27



2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 28



その他

最近はV.E.フランクルが流行？
書店に「夜と霧」が平積み…気になりますね。

実存主義、アウシュビッツ等収容所体験といったキーワード
に注意。
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https://career19.link

2020©キャリ魂塾 合同会社インクルーシブ 30


